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研究成果の概要（和文）：19 世紀半ばから 20 世紀初頭は、世界規模での貿易・市場が拡大し、

「グローバル化」が進展した時期である。本研究では、新たに世界貿易に組み込まれたアジア

と北米に焦点を当て、「自由貿易体制」に代表される地域大の貿易レジームの下で、各地の交易

拠点における取引制度・組織・秩序がどのような変化を遂げたのかを実証的に分析し、世界貿

易拡大のメカニズムを明らかにした。 

 
研究成果の概要（英文）：From the mid-19th century to the early 20th century, the global trade 
significantly expanded to integrate local economies in the world.  Focusing on the trade 
centers in Asia and North America which newly participated in the global trade, this 
project investigates the dynamics of trade expansion in terms of the Free Trade regime and 
the local transaction systems, organization, and norms. 
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１．研究開始当初の背景 

最近の経済史研究では、19－20 世紀の環

大西洋交易に、現代世界経済の相互依存の

深化、即ち「グローバル化」の萌芽や類似

性を見る議論がなされている（Kevin H. 

O’Rouke and Jeffrey G. Williamson, 

Globalization and History,1999）。また、

「アジア間貿易論」でも議論されているよ

うに、西欧の経済的先進地とその他の地域

との経済関係だけではなく、地域（リージ

ョナル）や現地（ローカル）レベルでの商

取引も大きく拡大した事が注目されている

（杉原薫『アジア間貿易の形成と構造』、

1996 年）。こうした非ヨーロッパ地域を含

んだマクロ・レベルでの変化の動因につい

ては、従来「帝国主義」論・「植民地」論を
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中心に議論されてきたが、近年、自由貿易

体制の下で強い市場間連鎖が形成されてい

たことを重視する視角（「自由貿易体制」論）

が提示されているといえる。この様に、マ

クロ・レベルで貿易レジーム論が対峙する

一方、アジア・アメリカ経済史研究のミク

ロ・レベルでの研究では、現地商人の活動

や既存の商取引制度・組織が積極的に評価

され、地域経済のダイナミズムが示されて

いる。 

それでは、一体、法律や条約に基づく統

治・行政システムと、在地の商業組織・取引

制度がどのように結びつき、多様な地域を結

ぶ世界規模での貿易・市場の拡大が可能にな

ったのであろうか。また、なぜこの時期に、

現代まで通じるような国・地域で異なる制度

設計や経済発展の方向性が、非ヨーロッパ諸

地域において生じたのであろうか。これらの

世界貿易の拡大と取引制度の再編とに関す

る問題は、「植民地体制」或いは「自由貿易

体制」の成立過程やその機能を検討する上で

も、貿易・市場の拡大と経済発展との関係を

議論する上でもきわめて重要な検討課題で

あるが、先行研究においては十分に検討され

ていない。現代にもつながる世界経済のグロ

ーバル化の長期的展開を明らかにする上で、

国際・地域レベルの条約・規則とローカルな

市場・制度との摩擦・調整・調和の研究は、

重要な課題として残されている。 

 

２．研究の目的 

「自由貿易体制」のもとでの貿易・市場の

拡大というマクロ・レベルでの研究と、国際

貿易港における商取引・貿易をめぐる諸制

度・組織・秩序の変化やアクターとしての現

地商人・企業、外国資本、政治権力といった

ミクロ・レベルでの研究を連携的に検討しな

ければ、多様な地域を含む世界規模での貿

易・市場の拡大や経済のグローバル化を議論

することは難しい。すなわち、「自由貿易体

制」が、貿易の拡大を議論するうえで所与の

ものではなく、現地の様々な制度との衝突や

摩擦を通じて「アジア的に」形成されていっ

たこと、こうした経験を経た制度間の調和が

なければグローバルな貿易・市場の拡大が起

こりえなかったのである。また、なぜこの「グ

ローバル化」が急速に進展した時期において、

市場主導型発展を指向する諸地域の経済発

展に大きな相違が生じたのであろうか。現代

まで通じるような異なる制度設計や経済発

展の方向性が生じた要因を明らかにするに

は、制度変化のみならず制度変化自体を生じ

させる政治的、経済的、社会的、文化的諸要

因を分析し、比較検討する必要がある。 

  

３．研究の方法 

本研究では、インド（神田）、日本（籠谷・

島西）、中国（城山・村上）、トルコ（松井）、

北米（柳生）の４地域に関して、以下のよう

な具体的課題に取り組んだ。 第１は、アジ

アの主要港（カルカッタ、神戸、香港、イス

タンブール等）における遠隔地・地域間貿易

や在来の商取引をめぐる各種制度・組織およ

びその変化、そこでの条約や法律など公式な

規則群の運用について実証研究である。第２

は、そうしたミクロ・レベルでの変化がマク

ロ・レベルの貿易・市場拡大に直結していく

過程の解明である。第３は、第１のミクロ・

レベルでの制度・組織の変化を促す要因とし

て、政治権力・慣習・法制度・宗教・エスニ

シティ・商人集団・家族制度・資本・情報等

をとりあげ、アジア地域における同時代的共

通点および地域間の相違点を明確にするこ

とである。 

 以上の課題に取り組むため、以下の３つ

の研究会を立ち上げた。 

・研究会(１)：「個別実証研究」 

・研究会(２)：「先行研究論点整理」 

・研究会(３)：「貿易統計整理」 

研究会(１)は、一次資料に基づいたメンバ

ーの個別実証研究であり、これが本研究の

中心となる。研究会(２)および(３)は、二

次文献を中心とした先行研究整理であり、

ミクロ・レベルでの個別実証研究だけでは

見えなかった世界貿易の拡大との関係を議

論するための基礎的作業である。城山は、

主に研究会(２)の課題を担当し、他のメン

バーがリストアップした二次文献をもとに、

本研究の理論的な枠組み作りを進めた。 

 

４．研究成果 

４-1: 世界貿易の拡大とアジア経済史研究 

 本研究は、現地の市場制度と外部から持込

まれる異なる制度の摩擦、調整、調和が「国

境」を超えるモノ、ヒト、カネの移動を増加

させる決定的な要因であることを主張して

きた。それでは、１８世紀後半から１９世紀

前半にかけての世界貿易の拡大は、これまで

どのように議論されてきたのであろうか。こ

の時期は、近代経済成長の開始、ヨーロッパ

経済の興隆、アジア植民地化の議論と相まっ

て、研究者の注目をあびてきた。近年の経済

史研究でも、ケネス・ポメランツの「大分岐」

論の登場によって、改めてこの時期に大きな

注目が集まっている。ポメランツによれば、

１８世紀後半には西ヨーロッパと中国の中



 

 

核地域が同じような人口増加に起因した資

源不足に直面していたものの、西ヨーロッパ

だけが土地の収穫逓減の法則を免れること

ができたという。なぜなら、イングランドで

は土地依存のない燃料である石炭の利用が

拡大し、アメリカ大陸や植民地から原料、食

料といった資源を大量に確保することがで

きたからだという。パトリック・オブライエ

ンやケヴィン・オルーク、ジェフリー・ウィ

リアムソンらもまた、環大西洋交易の重要性

を指摘し、そこに現代世界経済の相互依存、

グローバル化の萌芽をみている。 

 それでは、アジア経済は、世界貿易の拡大

や西ヨーロッパに始まった近代経済成長の

パターンの中に、どのように位置づけられる

のであろうか。近年の比較経済史研究の１つ

の大きな成果は、労働集約的経済発展論に代

表されるように、地域の要素賦存の相違によ

っていくつかの異なる経済発展のパターン

の存在が明らかになったことであろう。西ヨ

ーロッパの経済発展径路が唯一の発展径路

であり、非ヨーロッパ地域もすべて同じ径路

をとるという仮説は否定されているのであ

る。また、従来の研究は、覇権国イギリスが

構築した「自由貿易体制」が１９世紀におけ

る世界貿易拡大の最も重要な要因であると

議論してきた。欧米地域は、貿易が拡大し、

工業化が促進されたのに対して、アジアは、

植民地化や不平等条約を通じて暴力的にこ

の体制に組み込まれた。しかし、近年のアジ

ア経済史研究は、１９世紀後半以降のアジア

経済の発展、とくにアジアにおける貿易拡大

を実証し、アジアにおける「自由貿易」は「強

制的」であったとはいえ、積極的な意味で捉

えるようになった。すなわち、「自由貿易」

は、国際公共財として機能し、ヨーロッパ系

商人のみならずアジア商人にも恩恵をもた

らした。本研究は、世界経済の統合を伴うこ

うした異なる発展径路の議論や積極的な「自

由貿易体制」論を踏まえつつ、モノ、ヒト、

カネの地球規模でのフローを可能にした制

度インフラに注意を喚起した。なぜなら、「自

由貿易」という１つの貿易レジームが貿易を

圧倒的な規模とペースで促進するためには、

様々な地域を結びつけるシステムや制度が

摩擦と調整を経て調和する必要があるから

である。 

 

4-2: 世界貿易の拡大と帝国通商秩序の変

容：オスマン帝国と中華帝国 

 「自由貿易」や「帝国主義」といった貿易

レジームがアジアにもちこまれる以前には、

いくつかの「貿易レジーム」が存在していた。

とくに重要なのが、中華帝国やオスマン帝国

に代表される帝国による統治そのものであ

る。帝国の統治システムは、固有の社会規範、

規則、組織等を基盤にしているため、外国商

人の帝国内での活動も当然その統治システ

ム（通商秩序）の中でおこなわれた。したが

って、こうしたアジアの「貿易レジーム」の

詳細な検討がなければ、新たなレジームへの

転換という議論がそもそも難しいのである。 

 １９世紀中葉の自由貿易体制はたしかに

世界貿易拡大の基盤となった。非ヨーロッパ

世界の諸地域経済は、不平等条約によって強

制的にこの体制に組み込まれていった。しか

し、オスマン帝国に対する諸条約は、数世紀

にわたり伝統的に東地中海地域の通商秩序

を支えてきたカピテュラシオン体制という

基盤の上に、それを再解釈する形で締結され

た。オスマン帝国のカピテュラシオンは、当

初スルタンの恩恵として友好国の君主に恵

与された。よく知られているように、こうし

て一方的に下賜された諸特権が、西欧諸国と

オスマン帝国との間の通商関係を数世紀に

わたって保障したのであった。こうしたカピ

テュラシオンの諸特権が「自由貿易条約」に

組み込まれる過程は長期にわたった。 

この移行過程と西欧諸国によってもたら

されたカピテュラシオンの弊害は、２つの側

面から分析できる。１つが関税自主権の問題、

もう１つがオスマン帝国の非ムスリム臣民

の西欧諸国による保護民（プロテジェ）化の

問題である。これによって、非ムスリムのア

ルメニア商人やギリシャ商人は、西欧諸国が

与えられていた様々な税制上の特権を獲得

したのである。１８世紀に入り、カピテュラ

シオンの権利を獲得する諸外国の数が増加

すると、その弊害もまた高まった。こうした

弊害を是正し、同時に当時の財政危機打開に

必要であった財源確保を図るため、オスマン

帝国は通商に対する統制を強化することで

対処しようとした。具体的には専売制の導入

や内国関税の増税およびその徴収の徹底で

ある。しかし、こうしたオスマン帝国の政策

は、列強からの強い批判を招いた。列強は、

オスマン帝国が講じたこれらの方策が、カピ

テュラシオン違反であるとしてその撤廃を

求めた。オスマン帝国の政治的危機を利用し

つつ、カピテュラシオン体制に象徴されたい

わばオスマン的な「自由放任」を、相互通商

条約による１９世紀西欧列強による強制さ

れた「自由貿易」に組み替えていったのであ

った。 

一方、清朝の事例では、「互市システム」

の下で、外国商人は寧波や上海等の限られた



 

 

港で特定の中国商人と取引をおこなうこと

が認められていた。清朝政府は、外国貿易に

課税することで、外国貿易を１つの財源とみ

なしていたので、貿易に対して、あるいは「国

境」を超えてのモノやヒトの移動に対して介

入することはほとんどなかったのである。開

港後、イギリス商人は特定商人を開港場から

排除することに成功したものの、１８５０年

代の太平天国の乱鎮圧のための戦費調達を

目的とした内国関税（釐金）の課税は、オス

マン帝国の事例と同じように、イギリスから

の反発を招いた。そこで、１８５８年の天津

条約では、イギリスは、清朝の徴税制度に介

入し、通過税の減免や内国関税の免除を獲得

したのである。しかし、オスマン帝国の事例

に見られたように、外国商人に与えられた特

権を「濫用」する中国商人も出現した。同様

のことは、イギリス植民地化が進行する１８

世紀後半のムガル帝国にもあてはまる。帝国

による貿易統制が比較的弱く、域内市場のコ

ントロールをめぐる流動的な状況下で、貿易

が拡大したことを考慮すれば、域内市場と海

港との間で商品、現金、信用、情報のフロー

を実現させ、市場秩序を維持する役割を担っ

ていたのは、商人とかれらが構築した商取引

の諸制度であったと指摘できよう。 

 

4-3:「自由貿易体制」と流通ネットワーク 

 東アジアにおける「貿易レジーム」の再編

は、上述したように、開港と不平等条約の議

論に代表されるような１９世紀半ば以降の変

化ではなく、より長期的な変化であった。イ

ギリス帝国主義は、中国人のある同郷性を背

景に＜人、モノ、カネ、情報＞をユニット化

した、広東系ネットワークを活用して、自由

貿易に実態を得たのである。 

 日本の工業化を先導した綿業にとっても、

こうした東アジアから東南アジアにかけて

の華僑商人のネットワークは重要な役割を

果たした。神戸の事例では、１８９４年の神

戸港の総輸出額の６３％は中国商人による

ものであったという。とりわけ日本製の安価

で質の高い綿布は、東南アジアの中国系労働

者に好まれたため、華僑商人の広域ネットワ

ークを通じて神戸から輸出された。すなわち、

日本綿業は、華僑ネットワークを通じて広大

な市場を確保し、販売網を構築したのである。

消費者の多様な需要に答えるためには、ネッ

トワーク型組織の方が垂直的に統合された

組織よりも適合的であることを示唆してい

る。ネットワークは、相互に情報と資源をプ

ールすることによって、情報の非対称性の問

題を解決し、市場の変化や不確実性に迅速に

対応することが可能だからである。欧米列強

が東アジアの開港を促したが、それによって

イギリス製綿布・綿糸がアジア市場で市場を

急速に拡大したわけではなかった。その原因

の１つとして、アジア市場における多様な消

費選好、人々の嗜好をイギリス産業界が把握

し、それにいち早く対応することができなか

った点があげられよう。 

 

4-4: 世界貿易の拡大と消費・嗜好 

 前述したように、各地域の社会規範や自然

環境の中で形成された消費選好や嗜好の問

題は、貿易拡大の議論にとってきわめて重要

である。 

従来の研究は、イギリス産塩が東部インド

市場に流入した要因を、世界市場の開拓をも

くろむイギリス産業界の圧力とベンガルの

イギリス東インド会社政府による帝国主義

的イギリス製品優遇政策に求め、それがベン

ガル製塩業の衰退をもたらしたとしてきた。

しかしながら、イギリス産塩が東部インド市

場で売れるかどうかは、単なる「貿易レジー

ム」の転換によって決定づけられるのではな

く、ローカルな市場の嗜好に大きく左右され

ていたのである。 

 ベンガル塩は、海水から鹹水を採取し、そ

れを煎熬する煎熬塩であり、インドで一般的

な（煎熬過程がない）天日塩とは異なった。

東部インドでは、天日塩よりも不純物が少な

く品質の高い煎熬塩が選好されていた。東部

インドには南インドから天日塩が輸入され

ていたが、輸送途中で革製品に触れた可能性

があるので不浄であるという儀礼的理由や

品質の低さ等の理由によって、ベンガル塩供

給が不足している辺境地域等一部地域や消

費者にしか売れなかった。１７７２年以降、

東部インドで塩専売制をとっていたイギリ

ス東インド会社政府は、ベンガル塩の高値に

よって税収を確保していた。天日塩の輸入は、

天候不順によるベンガル塩生産量の増減を

調整する目的でおこなわれた。不人気ゆえに

安価な天日塩の輸入は、ベンガル塩価格を低

下させると懸念されたが、嗜好の問題から天

日塩がベンガル塩供給不足地域でのみ消費

されたので、大きな問題とならなかった。   

ベンガル製塩業が衰退しはじめると、ベン

ガル塩不足地域では、商人が南インドや西ア

ジアから輸入される天日塩ではなくイギリ

ス塩取引に積極的に乗り出したのである。な

ぜなら、チェシアで生産され、インドに輸入

された塩はベンガルの煎熬塩と類似した生

産工程を経て製造された煎熬塩であったの

で、消費者に好まれたからである。イギリス



 

 

産塩の中でも天日塩は東部インド市場では

まったく市場を開拓することはできなかっ

た。すなわち、市場に関する様々な情報をも

つローカル・レベルでの現地商人のネットワ

ークがイギリス塩の流通を可能にしたので

ある。 
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